
「防犯・防災」の政策体系

・広域組合負担金（消防費）

・消防団活動事業
・大雨警報警戒体制事業

・地域安全連絡協議会補助事業
・防犯対策事業

地域防災体制の強化

自主防犯活動の展開と
市民意識の高揚

防犯・
防災

自主防災体制の確立と
市民意識の高揚

・自主防災組織育成事業
・防災対策事業
・水防訓練事業

（分 野） （基本方針） （施 策） （主要事業）

災害に強い
まちづくり

犯罪のない
まちづくり

消防体制の充実

防犯設備の維持・整備

治水対策

災害に強い都市基盤の
整備

河川・排水路の整備

公共下水道雨水幹線の
整備

・建築物等確認事務
・木造住宅耐震化助成事務
・消防施設整備事業

・河川維持補修事業
・河川改修事業（親水性河川整備事業）

・公共下水道事業（雨水）

・防犯灯維持管理事業
・防犯灯設置費補助事業



■施策評価シート
(12)-1 ① 施策名 【施策成果に影響を与えた要因についての分析】

責任課

記入者

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

％ 87.7 100.0 100.0 93.4 100.0 92.5 100.0

％ 0.0 0.0 40.0 42.2 44.0 37.1 40.0

％ 46.6 40.0 50.0 54.4 60.0 58.1 60.0

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

町内会 34 43 72 60 114 91 121

人 186 150 150 211 150 195 150

人 167 190 1000 1000 200 100 200 【事務事業の改善方針】　　※改善を図る事務事業のみ記載

備考

まずは、昨年増加した町内会も含め、全ての町内会で自主防災組織結成（未結成１５町内会／
１９９町内会）を進めるととも、短期居住型で町内会活動の無い行連区での防災対策について別
途検討していく。
また、町内会でも取組程度に差があるため、先進事例を紹介するなど組織の活性化を促す。

市民防災員については、平成２４年度は今まで半日の講習を４回実施していたものを、一日の講
習を２回実施することで受講者の出席負担を軽減する。また、募集方法を今までは市民防災員
のいない町内会から募集をしていたが、今年度は広報や町内会への通知文などで広く一般公募
を行う。

評価に基づい
た今後につい
ての考え方

環境・条件
の変化

責任課による分析

改善内容の詳細

体系

関係課のコメント

事務
事業

指標
市民防災員配置率のH23目標値を６０％としてい
たが、実績値はこれを下回った。平成２４年度で
この目標に到達できるよう見直す。

個別
内容

今までは受講日数が４日で全出席することに負
担があったが、今年度から２日にすることにより、
受講者の負担を軽減し、参加しやすい条件を整
える。

単位

その他の外的
・他律的な事象

項目

地域により防災に対する取り組み方や頻度が異
なる。

施策番号

項目

成果指標

施策の概要

市民防災員配置率

自主防災組織率

災害時要援護者登録率

施策の達成度
（責任課による
定性的評価）

自主防災組織や災害ボランティアの育成等を進め、防災訓練や防災
マップ更新、災害時要援護者避難支援プランの策定等を通じて、自助・
共助の防災意識の高揚を図ります。

自主防災体制の確立と市民意識の高揚

危機管理課

辻井 豪

活動指標

（責任課コメント）

基本方針番号

※「改善の方針」は、①新規　②廃止・統合　③休止　④目的の変更　⑤手段の変更　⑥拡充　　から選択

事務事業名 担当課
施策成果

への
貢献度

改善の方針

単位

平成２４年度６月現在の自主防災組織の組織率は87.6%、また、町内会活動のない行政連絡区
域（行連区）を除いた組織率は92.5％（前年93.4％　結成町内会/町内会全体　183/196⇒
184/199）となっている。昨年に比べ１組織増加したが、町内会の総数が３つ増加したため、組織
率が若干低下した。

市民防災員は平成２３年度で第１０期まで終え市内１２２町内会に配置されている状態である。
（前年５４．４％　配置町内会数／総町内会数　１１２／２０６⇒１２２／２１０）

災害時要援護者登録率＝要援護者登録者/要援護者対象者
市民防災員配置率＝市民防災員配置町内会/町内会

※「施策成果への貢献度」は各事業の施策目標達成に対する貢献度の高さを記載・・・・・Ａ：特に高い　Ｂ：高い　Ｃ：やや低い　Ｄ：低い

災害図上訓練実施町内会数累計

水防訓練参加人数

防災訓練参加人数



■事務事業・事業費一覧

H.21 H.22 H.23 H.24 計 H.21 H.22 H.23 H.24 計

計画 7,435 7,459 7,015 7,015 28,924 計画

実績 6,899 7,757 6,558 21,214 実績

計画 32,543 16,622 16,622 16,622 82,409 計画

実績 48,317 15,310 78,671 142,298 実績

計画 539 539 543 42 1,663 計画

実績 33 33 38 104 実績

計画 6 6 6 6 24 計画

実績 2 2 0 4 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 （百万円）

実績 計画 40.5 24.6 24.2 23.7 113.0

計画 実績 55.3 23.1 85.3 0.0 163.6

実績 計画 8.0 8.0 7.6 7.1 30.6

計画 実績 6.9 7.8 6.6 0.0 21.3

実績 計画 32.5 16.6 16.6 16.6 82.4

計画 実績 48.3 15.3 78.7 0.0 142.3

実績 計画

計画 実績

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

マニフェスト
関連事業

小計

30

総計

リーディング
事業小計

主要事業
小計

24

23

212 リ 防災対策事業 危機管理課

3 主 水防訓練事業 河川課

4

5

－ 防災パトロール事業 河川課

19

18

17

16

自主防災組織育成事業

事業
区分

15

14

番号

主1

番号
事業
区分

事務事業
事業費（千円）

担当課事務事業

危機管理課

担当課
事業費（千円）

20

施策成果
への

貢献度

22

6

7

13

11

施策成果
への

貢献度

A

C

C

10

8

12

A

9

25

26

28

29

27



■施策評価シート
(12)-1 ② 施策名 【施策成果に影響を与えた要因についての分析】

責任課

記入者

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

％ 95.4 98.0 96.0 97.4 97.5 105.4 110.0

％ 92.1 95.0 95.0 95.0 96.0 96.0 97.0

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

件 722 784 820 779 768 703 733

件 797 800 820 829 800 733 720

件 21 100 50 14 30 28 30 【事務事業の改善方針】　　※改善を図る事務事業のみ記載

基 3 4 4 4 2 2 2

※「施策成果への貢献度」は各事業の施策目標達成に対する貢献度の高さを記載・・・・・Ａ：特に高い　Ｂ：高い　Ｃ：やや低い　Ｄ：低い

建築物完了検査件数

建築物確認申請件数

無料耐震診断戸数

消火栓の新設数

※「改善の方針」は、①新規　②廃止・統合　③休止　④目的の変更　⑤手段の変更　⑥拡充　　から選択

事務事業名 担当課
施策成果
への
貢献度

改善の方針

単位

９５％程度の完了検査率から、概ね建築される建物の法適合性を保ち、安心なまちづくりの確保
に寄与しているが、狭あい道路に面した道路後退が必要な敷地や既存建物の不適合による条
件がある場合、受検されないことがある。
耐震診断については、阪神大震災からの経年および琵琶湖西岸断層帯の長期予測の変更に伴
い、実績が減尐してきている。

概ね目標値を達成できた。

消防水利充足率

建築物完了検査率

施策の達成度
（責任課による
定性的評価）

公共施設や住宅の耐震化・不燃化の促進と密集住宅市街地の解消な
どにより、災害に強い都市基盤づくりを進めます。

災害に強い都市基盤の整備

建築課

山岡　正明

活動指標

（責任課コメント）

基本方針番号 施策番号

項目

成果指標

施策の概要

単位

その他の外的
・他律的な事象

項目

既存建物に付属して増築を行う場合、検査済証
の有無により、増築する際に制限がかかったり、
調査する項目が増大するように明文化され検査
の重要性がさらにあがった。

関係課のコメント

事務
事業

指標

成果指標についてほぼ９５％以上の成果があ
がっている。完了検査率について目標値を達成
したため、１００％を目指した施策を検討する必
要がある。

個別
内容

既存建築物の耐震診断・補強については、阪神
大震災・東日本大震災により重要であると広く認
識されている。

責任課による分析

改善内容の詳細

体系

建築される建物は、完了検査で法適合の確認を
行い安全性の確保を図り、既存建物について
は、耐震診断・補強を図ることで災害への備えに
ついて実施している。

環境・条件
の変化

備考

　昭和５６年５月３１日以前に着手された建物が築３０年以上を経過し、耐震補強を行う
か、また建て替えを行うのかを熟慮する時期に差し掛かるため、耐震診断の一層の啓発
に努め、その判断の一助となるようにし、耐震化を進めたい。

評価に基づい
た今後につい
ての考え方



■事務事業・事業費一覧

H.21 H.22 H.23 H.24 計 H.21 H.22 H.23 H.24 計

計画 8,672 7,810 7,810 5,960 30,252 計画

実績 8,672 7,204 5,867 21,743 実績

計画 0 0 0 0 0 計画

実績 0 0 0 0 実績

計画 2,266 2,266 2,266 2,266 9,064 計画

実績 0 0 0 0 実績

計画 7,440 5,755 5,755 5,755 24,705 計画

実績 2,050 720 1,660 4,430 実績

計画 12,595 11,923 16,515 386,747 427,780 計画

実績 12,290 25,939 17,872 56,101 実績

計画 28,560 47,775 42,630 3,990 122,955 計画

実績 25,515 46,725 42,210 114,450 実績

計画 0 0 0 5,434 5,434 計画

実績 0 0 0 0 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 （百万円）

実績 計画 59.5 75.5 75.0 410.2 620.2

計画 実績 48.5 80.6 67.6 0.0 196.7

実績 計画 57.3 73.3 72.7 407.9 611.1

計画 実績 48.5 80.6 67.6 0.0 196.7

実績 計画

計画 実績

実績 計画

計画 実績

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

28

29

27

Ｂ

Ｃ

25

26

12

Ｃ

9

施策成果
への
貢献度

Ｃ

Ｄ

Ｂ

Ｂ

10

8

13

11

6 主 震災避難経路整備促進事業 建築課

7 主 狭隘道路整備促進事業 建築課

担当課
事業費（千円）

20

施策成果
への
貢献度

22

番号

主1

番号
事業
区分

事務事業
事業費（千円）

担当課事務事業

建築課建築物等確認事務

事業
区分

15

14

17

16

19

18

4

5

主 木造住宅耐震化助成事務 建築課

主 消防施設整備事業 危機管理課

2 － 建築物等防災指導事務 建築課

3 － 民間建築物耐震化助成事務 建築課

21

24

23

マニフェスト
関連事業
小計

30

総計

リーディング
事業小計

主要事業
小計



■施策評価シート
(12)-1 ③ 施策名 【施策成果に影響を与えた要因についての分析】

責任課

記入者

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

分 7.1 6.2 6.1 6.8 6.0 6.4 6.0

件 30 30 28 24 26 26 24

％ 70.4 70.0 75.0 75.0 80.0 92.5 85.0

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

回 4 4 4 4 4 4 4

【事務事業の改善方針】　　※改善を図る事務事業のみ記載

※「改善の方針」は、①新規　②廃止・統合　③休止　④目的の変更　⑤手段の変更　⑥拡充　　から選択

事務事業名 担当課
施策成果
への
貢献度

改善の方針 改善内容の詳細

※「施策成果への貢献度」は各事業の施策目標達成に対する貢献度の高さを記載・・・・・Ａ：特に高い　Ｂ：高い　Ｃ：やや低い　Ｄ：低い

備考

　火災の発生件数は、目標値にとどめられ、今後も継続して火災予防の啓発を進める必
要がある。
　また、住宅用火災警報器も実際に火災の発生を早期に発見し、大事に至らなかったｹｰ
ｽが多いことから、更に設置率の向上や設置状況の改善・向上に努める。

評価に基づい
た今後につい
ての考え方

その他の外的
・他律的な事象

体系

　地震や水害の大規模化、その他災害や事故の
複雑・多様化により、消防を取り巻く環境は大きく
変化しており、より一層の効率化・高度化が求め
られている。

環境・条件
の変化

個別
内容

　広域組合負担金（消防費）は、湖南４市で負担
しており、消防・防災活動の効率的かつ円滑な遂
行を図っている。

責任課による分析 関係課のコメント

事務
事業

指標

消防隊の平均現場到着時間については、詳細なデータがない
ので、項目から削除する。
火災発生件数、住宅用火災警報器設置率とも目標値を達成し
てあり、今後も火災発生件数の減少と住宅用火災警報器設置
率を上げる必要がある。

　消防署は５分救急という高い目標を持っているが、実績としては６分から７分の時間を要してい
る。
　火災発生件数は、平成２３年　２６件であり、平成２２年より２件増加した。引き続き湖南広域消
防局および消防団の日常火災予防啓発に取組む。
　住宅用火災警報器は、湖南地域においては全国に先駆け、平成２１年６月から設置の義務化
をスタートさせ、普及率は平均を大きく上回っている。また、消防署の地域担当による町内会へ
の設置の呼びかけも普及率のＵＰに大きく繋がっている。

救急隊の平均現場到着時間：湖南広域消防局の１１９入電から現着平均時間
住宅用火災警報器設置率：消防署によるアンケート等の調査結果
消防担当課長会議開催回数：湖南４市消防担当課長および湖南広域消防局職員による会議

単位項目

基本方針番号 施策番号

項目

成果指標

施策の概要

住宅用火災警報器設置率

単位

救急隊の平均現場到着時間

火災発生件数

施策の達成度
（責任課による
定性的評価）

消防・防災体制に係る人的資源の充実を図るとともに、消防活動に必
要な設備の整備や維持を行い、迅速・確実な活動を確保し、また、業務
の広域化により効率化に努めます。

消防体制の充実

危機管理課

天野　一郎

活動指標

（責任課コメント）

消防担当課長会議開催回数



■事務事業・事業費一覧

H.21 H.22 H.23 H.24 計 H.21 H.22 H.23 H.24 計

計画 1,017,781 1,013,092 1,013,092 1,013,092 4,057,057 計画

実績 1,005,393 1,016,355 1,088,095 3,109,843 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 （百万円）

実績 計画 1,017.8 1,013.1 1,013.1 1,013.1 4,057.1

計画 実績 1,005.4 1,016.4 1,088.1 0.0 3,109.8

実績 計画 1,017.8 1,013.1 1,013.1 1,013.1 4,057.1

計画 実績 1,005.4 1,016.4 1,088.1 0.0 3,109.8

実績 計画

計画 実績

実績 計画

計画 実績

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

マニフェスト
関連事業
小計

30

総計

リーディング
事業小計

主要事業
小計

24

23

212

3

4

5

19

18

17

16

広域組合負担金（消防費）

事業
区分

15

14

番号

主1

番号
事業
区分

事務事業
事業費（千円）

担当課事務事業

危機管理課

担当課
事業費（千円）

20

施策成果
への
貢献度

22

6

7

13

11

施策成果
への
貢献度

10

8

12

Ａ

9

25

26

28

29

27



■施策評価シート
(12)-1 ④ 施策名 【施策成果に影響を与えた要因についての分析】

責任課

記入者

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

％ 90.0 90.0 92.0 91.2 94.0 94.7 96.0

％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

人 7745 7500 8000 8737 8500 8671 9000

【事務事業の改善方針】　　※改善を図る事務事業のみ記載

消防団訓練等参加者延人数

単位

実消防団員数/定数

水防体制出動回数／発動回数

施策の達成度
（責任課による
定性的評価）

災害時に即応できる防災体制と情報伝達体制等を確立・強化するほ
か、計画的な備蓄確保や防災拠点・避難所等の整備などに努めます。

地域防災体制の強化

危機管理課

天野　一郎

活動指標

（責任課コメント）

基本方針番号 施策番号

項目

成果指標

施策の概要

　平成２３年度末で１７名が退団されたが、平成２４年４月に２１名の消防団新入団員が入団し、
全国的に消防団員が減少する中、着実に団員数を増やしている。
　また、平成２３年度は大変多くの団員が各種訓練等に参加いただいた。

実消防団員数/定数：定数２２８人
消防団訓練等参加者延人数：訓練、広報活動、火災、、警備、水防、行方不明者捜索等の出動
延べ人数

単位項目

責任課による分析 関係課のコメント

事務
事業

平成２２年度より気象注意報・警報が各市町毎の発
令となり、よりピンポイントの情報が出されるように
なったものの、土砂災害に対する大雨警報の発令も
始まり、出動回数や待機時間に影響を及ぼしている。

指標

　毎年、新入団員が入団されるが、退団される
方もおられるため、すぐには定数までに達しない
ことから、消防団員数/定数の目標値を毎年２％
増とする。

体系

社会情勢の変化等を受け、全国的に消防団員
数の減少、またサラリーマン団員や高齢化が進
んでいる。

環境・条件
の変化

個別
内容

消防団活動事業の執行により、消防団員が活
動しやすい環境を整えている。

その他の外的
・他律的な事象

備考

　着実に団員数を増やしており、今後も引き続き消防団入団のＰＲを呼びかけていく。
　いつ起こるかわからない有事に備え、日頃から多くの団員に研修や各種訓練に参加い
ただき、知識と技術の向上を図っていただく。

評価に基づい
た今後につい
ての考え方

※「改善の方針」は、①新規　②廃止・統合　③休止　④目的の変更　⑤手段の変更　⑥拡充　　から選択

事務事業名 担当課
施策成果
への
貢献度

改善の方針 改善内容の詳細

※「施策成果への貢献度」は各事業の施策目標達成に対する貢献度の高さを記載・・・・・Ａ：特に高い　Ｂ：高い　Ｃ：やや低い　Ｄ：低い



■事務事業・事業費一覧

H.21 H.22 H.23 H.24 計 H.21 H.22 H.23 H.24 計

計画 629 629 629 629 2,516 計画

実績 623 455 370 1,448 実績

計画 41,210 37,234 37,234 37,234 152,912 計画

実績 49,617 35,463 46,487 131,567 実績

計画 2,494 2,483 3,456 3,296 11,729 計画

実績 1,885 1,923 2,362 6,170 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 （百万円）

実績 計画 44.3 40.3 41.3 41.2 167.2

計画 実績 52.1 37.8 49.2 0.0 139.2

実績 計画 43.7 39.7 40.7 40.5 164.6

計画 実績 51.5 37.4 48.8 0.0 137.7

実績 計画

計画 実績

実績 計画

計画 実績

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

28

29

27

25

26

12

Ｃ

9

施策成果
への
貢献度

Ａ

Ａ

10

8

13

11

6

7

担当課
事業費（千円）

20

施策成果
への
貢献度

22

番号

－1

番号
事業
区分

事務事業
事業費（千円）

担当課事務事業

危機管理課
コミュニティ防災センター運営

事業

事業
区分

15

14

17

16

19

18

4

5

2 主 消防団活動事業 危機管理課

3 主 大雨警報警戒体制事業 河川課

21

24

23

マニフェスト
関連事業
小計

30

総計

リーディング
事業小計

主要事業
小計



■施策評価シート
(12)-2 ① 施策名 【施策成果に影響を与えた要因についての分析】

責任課

記入者

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

件/万人 174.9 170 170 177.9 170 152.6 150

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

回 4 6 6 8 6 14 10

時間 1,362 1,200 1,200 1,482 1,200 1,312 192

【事務事業の改善方針】　　※改善を図る事務事業のみ記載

基本方針番号 施策番号 自主防犯活動の展開と市民意識の高揚

施策の概要
学（地）区単位の防犯組織や防犯ボランティア団体などへの活動支援や
地域防犯マップの作成など、地域における自主防犯活動の展開を通じ
て市民の防犯意識の高揚に努めます。

危機管理課 責任課による分析 関係課のコメント

八田 渉

指標

犯罪率：平成２３年度の実績に鑑み、さらなる抑
制に取り組む。
啓発活動数：民間駐輪場への指導啓発を強化す
る。

成果指標

項目 単位

犯罪率

事務
事業

体系

環境・条件
の変化

活動指標

個別
内容

地域安全連絡協議会補助事業は、１３学区・地区
における各種防犯活動に必要な経費を補助して
おり、地域における防犯活動の展開に大きな効
果を発揮している。

かつてない被害をもたらした東日本大震災の発
生に伴い、被災地支援の機運が社会全体で高
まったことが、犯罪認知件数の減尐の一要因に
なったと考えられる。

項目 単位

その他の外的
・他律的な事象

啓発活動数

青色防犯パトロール実施時間数

事務事業名 担当課
施策成果

への
貢献度

改善の方針 改善内容の詳細

（責任課コメント）

犯罪率：人口１万人当たりの犯罪認知件数。
啓発活動回数：街頭などにおいて防犯啓発活動を実施した回数。
青色防犯パトロール実施時間数：青色防犯パトロールに従事している臨時職員が当該業務に従事し
た実働時間。

評価に基づい
た今後につい
ての考え方

犯罪件数の中で約８割を占めている窃盗犯は前年比９１％と減尐したが、自転車盗につい
ては前年比１０３％と増加している。自転車盗については窃盗犯の約４割を占めていること
から、自転車盗の削減をいかに推進するかが大きな課題となっている。これまでの一般市
民への啓発に加えて、特に盗難件数の多い民間駐輪場への啓発・指導を強化し、事業者に
主体的に盗難対策をとらせることで、盗難件数の抑止につなげる。
また、自転車盗のほか、ひったくりや車上狙い、振り込め詐欺などについても依然として多
発していることから、市民一人ひとりの意識の向上をはかるため、これらの犯罪についても
継続して啓発を実施していく。

施策の達成度
（責任課による
定性的評価）

滋賀県下においては、平成１４年以降減尐傾向であった犯罪認知件数が昨今の景気の悪化や様々
な社会不安を要因として平成２２年は増加に転じた。しかし、平成２３年度は警察、地域と連携し、精
力的に啓発活動に取り組んできたことに加え、東日本大震災に伴う被災地支援の機運の高まりと
いった社会情勢の変化が犯罪件数の抑制につながり目標達成に至ったものである。

備考

※「施策成果への貢献度」は各事業の施策目標達成に対する貢献度の高さを記載・・・・・Ａ：特に高い　Ｂ：高い　Ｃ：やや低い　Ｄ：低い

※「改善の方針」は、①新規　②廃止・統合　③休止　④目的の変更　⑤手段の変更　⑥拡充　　から選択



■事務事業・事業費一覧

H.21 H.22 H.23 H.24 計 H.21 H.22 H.23 H.24 計

計画 910 910 650 10 2,480 計画

実績 677 640 620 1,937 実績

計画 7,395 6,478 6,478 6,274 26,625 計画

実績 11,132 11,974 12,059 35,165 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 （百万円）

実績 計画 8.3 7.4 7.1 6.3 29.1

計画 実績 11.8 12.6 12.7 0.0 37.1

実績 計画 8.3 7.4 7.1 6.3 29.1

計画 実績 11.8 12.6 12.7 0.0 37.1

実績 計画

計画 実績

実績 計画

計画 実績

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

番号
事業
区分

事務事業 担当課
施策成果

への
貢献度

事業費（千円）
番号

事業
区分

事務事業 担当課
施策成果

への
貢献度

事業費（千円）

1 主
地域安全連絡協議会補助事

業
危機管理課 Ｃ 20

2 主 防犯対策事業 危機管理課 Ｃ 21

3 22

4 23

5 24

6 25

7 26

8 27

9 28

10 29

11 30

12

総計

13
主要事業

小計
14

リーディング
事業小計

15

16

18

マニフェスト
関連事業

小計

19

17



■施策評価シート
(12)-2 ② 施策名 【施策成果に影響を与えた要因についての分析】

責任課

記入者

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

件/万人 174.9 170 170 177.9 170 152.6 150

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

灯 2,610 2,610 2,610 2,971 3,090 3,040 3,109

灯 54 70 70 48 70 40 2,455

【事務事業の改善方針】　　※改善を図る事務事業のみ記載

基本方針番号 施策番号 防犯設備の維持・整備

施策の概要
防犯灯の設置および維持、また、防犯設備の設置促進などにより、犯
罪を未然に防ぐまちづくりを進めていきます。

危機管理課 責任課による分析 関係課のコメント

八田　渉

指標

犯罪率：平成２３年度の実績に鑑み、さらなる抑
制に取り組む。防犯灯：県道を除いた整備数に下
方修正。
助成数：Ｌ－チェン事業に伴い目標値を大幅に上
方修正する。

成果指標

項目 単位

犯罪率

事務
事業

体系

環境・条件
の変化

個別
内容

かつてない被害をもたらした東日本大震災の発
生に伴い、被災地支援の機運が社会全体で高
まったことが、犯罪認知件数の減少の一要因に
なったと考えられる。

活動指標

項目 単位

その他の外的
・他律的な事象

防犯灯の整備総数

防犯灯助成数

事務事業名 担当課
施策成果
への
貢献度

改善の方針 改善内容の詳細

（責任課コメント）
犯罪率：人口１万人あたりの犯罪認知件数。
防犯灯の整備総数：市が直接整備している防犯灯の総数。
防犯灯助成数：市の補助金や給付制度を活用して設置された町内会における年度ごとの防犯灯数。

施策の達成度
（責任課による
定性的評価）

滋賀県下においては、平成１４年以降減少傾向であった犯罪認知件数が昨今の景気の悪化や様々
な社会不安を要因として平成２２年は増加に転じた。しかし、平成２３年度は警察、地域と連携し、精
力的に啓発活動に取り組んできたことに加え、東日本大震災に伴う被災地支援の機運の高まりと
いった社会情勢の変化が犯罪件数の抑制につながり目標達成に至ったものである。

評価に基づい
た今後につい
ての考え方

市内の犯罪件数の中で高い割合を占めているのが、自転車盗やひったくり、車上狙い、空き
巣、忍び込みなどの窃盗犯である。これらの、犯罪は市民一人ひとりの意識の向上と対策に
よって、その多くが未然に防ぐことができる犯罪であり、市民への啓発を強化・継続していくこ
とで、犯罪件数の抑止につなげる。また、これら啓発の実施とともに、市防犯灯の継続整備
や、平成２４年度からスタートしたＬ－チェン事業により、夜間の良好な環境を構築し、ソフト・
ハードの両面から犯罪に強いまちづくりを推進していく。

備考

※「施策成果への貢献度」は各事業の施策目標達成に対する貢献度の高さを記載・・・・・Ａ：特に高い　Ｂ：高い　Ｃ：やや低い　Ｄ：低い

※「改善の方針」は、①新規　②廃止・統合　③休止　④目的の変更　⑤手段の変更　⑥拡充　　から選択



■事務事業・事業費一覧

H.21 H.22 H.23 H.24 計 H.21 H.22 H.23 H.24 計

計画 39,211 45,917 23,390 10,445 118,963 計画

実績 26,986 14,120 11,673 52,779 実績

計画 510 510 510 18,802 20,332 計画

実績 451 322 240 1,013 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 （百万円）

実績 計画 39.7 46.4 23.9 29.2 139.3

計画 実績 27.4 14.4 11.9 0.0 53.8

実績 計画 39.7 46.4 23.9 29.2 139.3

計画 実績 27.4 14.4 11.9 0.0 53.8

実績 計画

計画 実績

実績 計画

計画 実績

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

28

29

27

25

26

12

Ｃ

9

施策成果
への
貢献度

Ｃ

10

8

13

11

6

7

担当課
事業費（千円）

20

施策成果
への
貢献度

22

番号

主1

番号
事業
区分

事務事業
事業費（千円）

担当課事務事業

危機管理課防犯灯維持管理事業

事業
区分

15

14

17

16

19

18

4

5

2 主 防犯灯設置費補助事業 危機管理課

3

21

24

23

マニフェスト
関連事業
小計

30

総計

リーディング
事業小計

主要事業
小計



■施策評価シート
(12)-3 ① 施策名 【施策成果に影響を与えた要因についての分析】

責任課

記入者

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

％ 86.4 100.0 100.0 79.2 100.0 84.2 100.0

％ 52.5 54.4 67.9 65.8 75.2 75.3 90.3

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

回 1 3 2 1 2 1 2

ｍ 186 190 170 173 92 92 190

【事務事業の改善方針】　　※改善を図る事務事業のみ記載

単位

要望件数に対する実施率

伯母川整備進捗率

施策の達成度
（責任課による
定性的評価）

河川・排水路の適切な整備により、まちの雨水排水能力の向
上と浸水の防除を図るとともに、一級河川の早期整備に向け
て取り組みます。

河川・排水路の整備

河川課

西山　直輝

活動指標

（責任課コメント）

基本方針番号 施策番号

項目

成果指標

施策の概要

要望件数に対する実施率：実施件数/町内会要望件数
伯母川整備進捗率：累計整備延長/整備予定延長（1,300m）

単位項目

河川整備に係る関係機
関への要望活動

伯母川整備延長

　平成２２年度における要望件数に対する実施率の実績が目標値に達しなかった原因として、
管理通路の舗装等の河川管理上不要なもの、及び現時点での改修の必要が認められないも
のがあるため。
　また、伯母川整備については、平成１３年度から平成２５年度完成に向け整備を進めており、
整備延長での差異はあるものの、ほぼ計画通りに進んでいる。

関係課のコメント

事務
事業

指標

全ての要望事項に対し、１００％実施できるのが
理想であるものの、実施困難な要望内容がある
こと、限られた予算の中での実施となることが実
施率に影響を及ぼしている。

個別
内容

河川改修事業・河川維持補修事業が本施策の
中核を成しており、特に河川維持補修事業にお
いては、市民や町内会からの要望や通報に基づ
き、必要に応じて対応している。

責任課による分析

事務事業名 担当課
施策成果
への
貢献度

改善の方針 改善内容の詳細

体系

環境・条件
の変化

その他の外的
・他律的な事象

※「施策成果への貢献度」は各事業の施策目標達成に対する貢献度の高さを記載・・・・・Ａ：特に高い　Ｂ：高い　Ｃ：やや低い　Ｄ：低い

※「改善の方針」は、①新規　②廃止・統合　③休止　④目的の変更　⑤手段の変更　⑥拡充　　から選択

備考

　少子高齢化が進んでいる社会情勢の中で、適切な維持管理を強く求める市民の声は
多い。そのため、限られた予算を効率よく執行していく上で、費用対効果の観点や、地
域との協働の観点で事業の方向性を引き続き考えていく必要がある。

評価に基づい
た今後につい
ての考え方



■事務事業・事業費一覧

H.21 H.22 H.23 H.24 計 H.21 H.22 H.23 H.24 計

計画 1,895 2,137 2,219 2,219 8,470 計画

実績 1,895 2,112 2,827 6,834 実績

計画 37,679 35,599 36,489 36,489 146,256 計画

実績 36,061 34,372 36,862 107,295 実績

計画 45,803 42,480 33,142 12,000 133,425 計画

実績 38,371 35,419 16,954 90,744 実績

計画 6,157 5,360 5,435 5,435 22,387 計画

実績 5,876 4,782 4,447 15,105 実績

計画 1,575 1,924 1,887 1,887 7,273 計画

実績 1,686 810 1,347 3,843 実績

計画 1,907 995 - - 2,902 計画

実績 921 327 1,248 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 （百万円）

実績 計画 95.0 88.5 79.2 58.0 320.7

計画 実績 84.8 77.8 62.4 0.0 225.1

実績 計画 39.6 36.6 36.5 36.5 149.2

計画 実績 37.0 34.7 36.9 0.0 108.5

実績 計画 45.8 42.5 33.1 12.0 133.4

計画 実績 38.4 35.4 17.0 0.0 90.7

実績 計画

計画 実績

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

28

29

27

廃止 25

26

12

Ｂ

9

施策成果
への
貢献度

Ａ

Ａ

Ａ

Ｂ

10

8

13

11

6 主 国・県河川整備対策事業 都市再生課

7

担当課
事業費（千円）

20

施策成果
への
貢献度

22

番号

－1

番号
事業
区分

事務事業
事業費（千円）

担当課事務事業

河川課草刈等河川愛護推進事業

事業
区分

15

14

17

16

19

18

4

5

－
町内会河川清掃浚渫土運搬

業務
河川課

－ 調整池維持管理事業 河川課

2 主 河川維持補修事業 河川課

3 リ
河川改修事業

（親水性河川整備事業）
河川課

21

24

23

マニフェスト
関連事業
小計

30

総計

リーディン
グ

事業小計

主要事業
小計



■施策評価シート
(12)-3 ② 施策名 【施策成果に影響を与えた要因についての分析】

責任課

記入者

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

％ 62.1 62.0 66.4 62.3 67.8 60.2 68.2

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

現在値 目標値 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

ｍ 183.7 183.7 428.7 466.0 323.6 120.0 454

ha 1.35 1.35 1.33 1.33 10.78 0.2 4.91

【事務事業の改善方針】　　※改善を図る事務事業のみ記載

備考

　成果指標の平成２２年度実績が目標値を下回ったものの、元々の計画面積が増加し
たことによるものである。したがって、整備が必要となる面積が増えたということであり、
今後も引き続き事業を継続していく必要がある。

評価に基づい
た今後につい
ての考え方

体系

環境・条件
の変化

責任課による分析

事務事業名 担当課
施策成果
への
貢献度

関係課のコメント

事務
事業

指標
H22年度に事業認可面積を見直した。そのことに
より、成果指標の分母が増加した結果、整備進
捗率の数値が下がっている。

個別
内容

整備面積については、例え長い延長を整備して
も、雨水幹線として供用開始されなければ、面積
的に整備したとは言えないため

その他の外的
・他律的な事象

河川課

西山　直輝

単位

施策の概要

基本方針番号 施策番号

項目

公共下水道（雨水）整備進捗率

大雨による家屋等の浸水被害の軽減・未然防止を図るため、
雨水排水路を整備します。

公共下水道雨水幹線の整備

施策の達成度
（責任課による
定性的評価）

成果指標

単位

※「施策成果への貢献度」は各事業の施策目標達成に対する貢献度の高さを記載・・・・・Ａ：特に高い　Ｂ：高い　Ｃ：やや低い　Ｄ：低い

活動指標

（責任課コメント） 公共下水道整備進捗率：累計整備面積／計画（認可）面積

※「改善の方針」は、①新規　②廃止・統合　③休止　④目的の変更　⑤手段の変更　⑥拡充　　から選択

改善の方針 改善内容の詳細

項目

公共下水道（雨水）整備延長

公共下水道（雨水）整備面積

　公共下水道（雨水）整備率は、目標値を下回る結果となった。原因として、事業認可面積は、
平成２２年度に見直しを行い、計画面積が増加したため、計画に対する整備率が減少したこと
が上げられる。（整備した面積が減少した訳ではない。）
　また、整備面積については、例え長い延長を整備しても、雨水幹線として供用開始されなけれ
ば、面積的に整備したとは言えないために、整備した延長の長さと整備面積は比例しない。



■事務事業・事業費一覧

H.21 H.22 H.23 H.24 計 H.21 H.22 H.23 H.24 計

計画 292,500 317,000 299,800 303,500 1,212,800 計画

実績 151,170 151,444 120,814 423,428 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 計画

実績 実績

計画 （百万円）

実績 計画 292.5 317.0 299.8 303.5 1,212.8

計画 実績 151.2 151.4 120.8 0.0 423.4

実績 計画 292.5 317.0 299.8 303.5 1,212.8

計画 実績 151.2 151.4 120.8 0.0 423.4

実績 計画

計画 実績

実績 計画

計画 実績

実績

計画

実績

計画

実績

計画

実績

マニフェスト
関連事業
小計

30

総計

リーディング
事業小計

主要事業
小計

24

23

212

3

4

5

19

18

17

16

公共下水道事業（雨水）

事業
区分

15

14

番号

主1

番号
事業
区分

事務事業
事業費（千円）

担当課事務事業

河川課

担当課
事業費（千円）

20

施策成果
への
貢献度

22

6

7

13

11

施策成果
への
貢献度

10

8

12

A

9

25

26

28

29

27
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